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添付書類：別紙 



別紙 
 

   プロジェクト管理重点対象装備品等の取得マネジメントに準じた 
方法等による管理について 

 
（趣旨） 

第１ この通達は、装備品等のプロジェクト管理に関する訓令（平成２７年防衛

省訓令第３６号。以下「訓令」という。）第７条第３項の規定により準じた方

法等により行うプロジェクト管理に関し必要な事項を定めるものとする。 
 
 （用語の定義） 
第２ この通達において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 
⑴ 準重点管理対象装備品等 訓令第７条第３項の準じた方法によりプロジ

ェクト管理を行う装備品等をいう。 
⑵ 事業管理者 準重点管理対象装備品等に係るプロジェクト管理の円滑か

つ効率的な実施のための総合調整を行う担当官であって、事業監理官４人の

うちいずれかの者をいう。 

⑶ 作業部会 統合プロジェクト・チームのうち準重点管理対象装備品等に係

るものをいう。 

⑷ 取得計画 取得戦略計画のうち準重点管理対象装備品等に係るものをい

う。 

⑸ 管理対象装備品等 訓令第７条第３項の規定により特別の方法によりプ

ロジェクト管理を行う装備品等（準重点管理対象装備品等を除く。）をいう。 

⑹ 本通達 プロジェクト管理重点対象装備品等の取得マネジメントに準じ

た方法等による管理についてをいう。 

 

 （準重点管理対象装備品等の選定及び解除等） 

第３ 防衛装備庁長官（以下「長官」という。）は、次の各号のいずれかに該当

する装備品等について、防衛政策局長、整備計画局長及び関係のある各幕僚長

等（統合幕僚長、陸上幕僚長、海上幕僚長、航空幕僚長又は情報本部長をいう。

以下同じ。）と調整した上で、準重点管理対象装備品等に選定するものとする。 

⑴ 訓令第５条の規定によりプロジェクト管理重点対象装備品等の候補とし

た装備品等 

⑵ 訓令第５条の規定によりプロジェクト管理重点対象装備品等の候補とし

なかった装備品等であって、訓令第６条第１項の重要性を満たす装備品等 



２ 長官は、前項各号の場合であっても、コスト、スケジュール、機能・性能 

 等に係るリスクの高さ等を考慮し、特に準重点管理対象装備品等とする必要 

がないと判断する場合には、防衛政策局長、整備計画局長及び関係のある各 

幕僚長等と調整した上で、準重点管理対象装備品等の選定の対象にしないこ 

とができる。 

３ 長官は、第１項の規定によるもののほか、コスト、スケジュール、機能・ 

性能等に係るリスクの高さ等を考慮し、準重点管理対象装備品等とすること 

が適当であると判断する装備品等がある場合には、防衛政策局長、整備計画 

局長及び関係のある各幕僚長等と調整した上で、当該装備品等を準重点管理 

対象装備品等に選定することができる。 

４ 長官は、準重点管理対象装備品等について、特に準重点管理対象装備品等 

としてプロジェクト管理を実施する必要性が低下したと認められるときは、 

その後の重大なリスク及び問題の発生の可能性を考慮し、防衛政策局長、整 

備計画局長及び関係のある各幕僚長等と調整した上で、準重点管理対象装備 

品等の選定の解除を行うことができる。 

５ 長官は、準重点管理対象装備品等以外の装備品等について、特に訓令第７ 

条第３項の準じた方法によるプロジェクト管理を実施する必要が生じたと認 

められるときは、その後の重大なリスク及び問題の発生の可能性を考慮し、 

防衛政策局長、整備計画局長及び関係のある各幕僚長等と調整した上で、準 

重点管理対象装備品等に変更することができる。 

６ 長官は、第１項、第３項及び第５項の規定により準重点管理対象装備品等と

して選定した装備品等については、必要に応じ事業管理者及び作業部会を置

くとともに、取得マネジメントによるプロジェクト管理を行うものとする。 

７ 長官は、第１項、第３項及び第５項の規定により準重点管理対象装備品等に

選定し、又は第４項の規定により準重点管理対象装備品等の選定の解除を行

った場合は、防衛大臣に報告するとともに、防衛政策局長、整備計画局長及び

関係のある各幕僚長等に通知するものとする。 

  
（訓令の準用） 

第４ 訓令第１０条から第１７条までの規定（第１４条第２項及び第３項を除 
く。）は、準重点管理対象装備品等について準用する。この場合において、 
これらの規定中「取得戦略計画」とあるのは「取得計画」と、訓令第１０条 
中「プロジェクト管理重点対象装備品等」とあるのは「準重点管理対象装備 
品等」と、「、ＰＭ及びＩＰＴを構成する者を指名し」とあるのは「、必要 
に応じ事業管理者及び作業部会を構成する者を指名し」と、訓令第１１条第 
１項中「、装備取得委員会の審議を踏まえ、防衛大臣の承認を得て、当該取 



得プログラム」とあるのは「、当該取得プログラム」と、同条第３項中「、 
速やかに」とあるのは「、速やかに、防衛大臣に報告するとともに」と、訓 
令第１３条第３項中「、防衛大臣に報告し、その指示を受けなければならな 
い」とあるのは「、防衛政策局長、整備計画局長及び関係のある各幕僚長等 
と調整した上で、当該事象の発生及びその対応策について防衛大臣に報告す 
るものとする」と、訓令第１４条第２項中「、次の各号に掲げる場合の区分 
に応じ、装備取得委員会の審議を踏まえ、当該各号に定める手続きを」とあ 
るのは「、研究・開発段階に移行する場合、量産・配備段階に移行する場合 

又はその他長官が特に重要と判断する事項を踏まえて取得プログラムを進め 

る場合は、防衛政策局長、整備計画局長及び関係のある各幕僚長等と調整し 
た上で」と、訓令第１５条第１項中「前節」とあるのは「前３条」と、同条 
第２項中「、原則として年度毎に」とあるのは「、必要に応じ」と、訓令第 
１６条第２項中「、装備取得委員会の審議を踏まえ、これを適切に行うもの 
とする。この場合において、ライフサイクルコストに著しい変化があるとき 

は防衛大臣の承認を得て、その他のときは防衛大臣に報告し」とあるのは 

「、防衛大臣に報告し」と読み替えるものとする。 
 
 （ライフサイクルコストの見積及び管理要領に関する規定の準用） 
第５ ライフサイクルコストの見積及び管理要領について（装プ事第１９１９

号。２８．２．１５）第２から第５までの規定は、準重点管理対象装備品等に

ついて準用する。この場合において、同要領第４第１項中「訓令第１１条」と

あるのは「本通達第４において準用する訓令第１１条」と、同要領第４中「取

得戦略計画」とあるのは「取得計画」と、「訓令第１６条第２項」とあるのは

「本通達第４において準用する訓令第１６条第２項」と、同要領第５第３項中

「訓令第１５条第２項」とあるのは「本通達第４において準用する訓令第１５

条第２項」と読み替えるものとする。 
 
 （訓令第１１条、第１２条及び第１５条の運用に関する規定の準用） 
第６ 装備品等のプロジェクト管理に関する訓令第１１条、第１２条及び第１

５条の運用について（装プ事第３３８０号。２７．１２．２）第２第１項、第

３及び第４の規定は、準重点管理対象装備品等について準用する。この場合に

おいて、同通達第２の見出し中「取得戦略計画」とあるのは「取得計画」と、

同通達第２第１項中「訓令第１１条第２項第５号」とあるのは「本通達第４に

おいて準用する訓令第１１条第２項第５号」と、同通達第３中「訓令第１２条」

とあるのは「本通達第４において準用する訓令第１２条」と、同通達第４中「訓

令第１５条第２項」とあるのは「本通達第４において準用する訓令第１５条第



２項」と、「防衛大臣に報告するとともに、局長等に通知する」とあるのは「局

長等に通知するとともに、必要に応じ防衛大臣に報告する」と読み替えるもの

とする。 
 

 （ライフサイクルの移行管理に関する規定の準用） 
第７ ライフサイクルの移行管理について（装プ事第５４２７号。２８．４．８）

第２及び第４の規定は、準重点管理対象装備品等について準用する。この場合

において、同通達第４中「訓令第１４条第１項」とあるのは「本通達第４にお

いて準用する訓令第１４条第１項」と読み替えるものとする。 
 
 （取得戦略計画の見直し等に関する規定の準用） 
第８ 取得戦略計画の見直し等について（装プ事第５４２８号。２８．４．８）

第２及び第３の規定は、準重点管理対象装備品等について準用する。この場合

において、同通達第３第１項（見出しを含む。）中「取得戦略計画」とあるの

は「取得計画」と、同通達第３中「訓令第１５条第２項」とあるのは「本通達

第４において準用する訓令第１５条第２項」と、同通達第３第１項中「訓令第

１６条第２項」とあるのは「本通達第４において準用する訓令第１６条第２項」

と、同通達第３第２項中「訓令第１７条」とあるのは「本通達第４において準

用する訓令第１７条」と読み替えるものとする。 
 
 （管理対象装備品等のプロジェクト管理） 
第９ 長官は、管理対象装備品等について、特別の方法によるプロジェクト管理

として当該装備品等の契約実績の収集を行うものとする。 
２ 長官は、管理対象装備品等とについて、防衛政策局長、整備計画局長及び関

係のある各幕僚長等と調整した上で、管理対象装備品等の選定の解除を行う

ことができる。 
 
 （委任規定） 
第１０ この通達に定めるもののほか、この通達の実施に関し必要な事項は、プ

ロジェクト管理部長が定めるものとする。 


